
  下総都市計画航空機騒音障害防止地区及び航空機騒音障害防止特別地区の変更 

（千葉県決定） 

 

都市計画航空機騒音障害防止地区及び航空機騒音障害防止特別地区を次のように変更する。 

 

 

種   類 面  積 備  考 

 

航空機騒音障害防止地区 

 

約６０５ha  成田国際空港 

 

航空機騒音障害防止特別地区 

 

約２３９ha  成田国際空港 

「位置及び区域は計画図表示のとおり」 

 

理 由 

成田国際空港周辺地域における航空機騒音対策基本方針の変更に伴い、 

航空機の騒音により生じる障害を防止し、あわせて適正かつ合理的な土地利用を図るため、

航空機騒音障害防止地区及び航空機騒音障害防止特別地区を本案のとおり 

変更しようとするものである。 
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下総都市計画航空機騒音障害防止地区及び航空機騒音障害防止特別地区の変更理由書 

 

  成田国際空港は、今や年間約４，０００万人に利用される東アジアを代表する 

国際拠点空港として、産業や観光振興、経済の発展において必要不可欠なインフラ 

となっている。 

 また、国においては、訪日外国人旅行者数を２０２０年に４，０００万人、 

２０３０年に６，０００万人とすることを掲げており、観光ビジョン目標の達成、 

国際競争力の強化、国内各地への経済波及効果の観点から首都圏空港としての 

機能強化を図ることとしており、成田国際空港と東京国際空港を合わせ、 

航空機年間発着回数約１００万回に向けた取組みを進めているところである。 

  このような背景の中、成田国際空港は、平成３０年３月に国、県、空港周辺９市町、 

成田国際空港株式会社の四者でＢ滑走路の延伸、Ｃ滑走路の増設や夜間飛行制限の変更 

といった更なる機能強化について合意し、航空機年間発着容量５０万回を担うこと 

となっている。 

  今回、更なる機能強化に伴い、成田国際空港周辺地域については、航空機の著しい 

騒音が及ぶこととなる地区が拡大することから航空機の騒音により生ずる障害を防止し

あわせて適正かつ合理的な土地利用を図る必要があるため、航空機騒音障害防止地区 

及び航空機騒音障害防止特別地区を変更するものである。 
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新 旧 対 照 表 

 

 

種     類 
面       積 備   考 

（面積の増減） 新 旧 

 

航空機騒音障害防止地区 

 

約６０５ha 約２３４ha 約３７１ha 

 

航空機騒音障害防止特別地区 

 

約２３９ha 約１８ha 約２２１ha 

 

参 考 
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意見書の要旨の提出について 

 

 

都市計画法第２１条第２項において準用する同法第１７条第１項の規定に 

より、都市計画の案を公衆の縦覧に供したところ、意見書の提出があったので、

同法第２１条第２項において準用する同法第１８条第２項の規定により、その 

要旨を貴審議会に提出します。 
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下総都市計画航空機騒音障害防止地区 

及び航空機騒音障害防止特別地区の変更に係る意見書の要旨 

 

１      成田市 

 ① Ｌden66 とＬden62 デシベルのコンターの間にある集落において、県が  

防止特別地区設定基準を改正したことにより、Ｌden66 デシベルのコンターと  

Ｌden62 デシベルのコンターの間にある同一地域の集落間において不平等が

拡大している。 

   今後予測される騒音レベルは、ほぼ同じにも関わらず、その集落の有して 

いる偶然的な要素によって、防止特別地区になるかならないかというような 

大きな差異を生じさせたことは大変遺憾である。 

   国や空港会社に配慮して従来の移転区域の設定における騒音レベル   

（Ｌden66 デシベル）に固執したあまり、地域の公平感を損ねる設定基準に 

なったと思われる。 

設定基準を策定した県や監督官庁である国土交通省、地元自治体である  

成田市は、どう説明及び対応していくのか。 

今回の都市計画変更案を再考していただきたい。 
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